
事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

30,051

5.60 4.40

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

0.00

4.20

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

223,118 219,147 218,472 202,608 217,897

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

７生活基盤

２　暮らしやすい都市環境の整備

５　快適な住環境の整備

99.33

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

173,016 178,021

173,016 178,021

0 0 0

総合戦略

●市営住宅管理戸数3,608戸（徳山2,477戸、新南陽890戸、熊毛148戸、鹿野93戸）の維持管理

R2年度実績 R3年度見込

現年度収納率 99.38

実績値

100.2

住宅に困窮する市営住宅の入居希望者に対し、低廉で良質の市営住宅を提供するとともに、適正な住宅管理を行うことで、入居者が快適で安全な生活を

送ることを目指す。

住宅に困窮する低所得者に対し、低廉で良質の住宅を提供することで、住宅セーフティネットの役割を果たすことができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

41,126 31,948

0 0

0

185,699

0

4.50

50,102

周

辺

環

境

市営住宅の効率的かつ円滑な運営を実現するため、今後も指定管理と連携し、効率的な業務の遂行を図る。

市営住宅の約80％の住戸が、昭和40年～50年に建設されており、老朽化が進んでいる状況である。　維持管理については、老朽化に伴う漏水や修繕が増加する傾向

にある。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

平成27年度に改定した「周南市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、適正な維持管理を実

施している。９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

事業の目的に則った対象、意図である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

市営住宅の提供及び適正な管理を実施した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

公営住宅の維持管理を計画的に行うことでライフサイクルコストの縮減と長寿命化に取り組み、安心・安全な居住環境を確保する。　安心安全な公営住

宅の維持管理と収納率の向上のため、指定管理者への指導と協力を行っていく。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
6.80

186,524 172,557

50,102 41,126 31,948

0 0 0

32,198

0

事

業

概

要

対　象

市営住宅入居者及び入居希望者

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

ライフサイクルコストの縮減のため、点検の強化及び予防保全的な維持管理を進めていく。　指定管理者による滞納者への徴収体制の強化を進めていきながら、悪質な滞

納者については、提訴を行うなど収納率の向上に努めていく。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

30,051 32,198

00

正職員以外

186,524 172,557 185,699

0

98 98目標値 ％

基

本

情

報

％ 99.5 99.5

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

00

事務事業名 市営住宅管理事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 101.5 101.5

担当所属 住宅課

指

標
活動指標

手　段

-

99.57 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

事務事業名 市営住宅改修事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 住宅課

指

標
活動指標

手　段

-

2 -

目標値 件

基

本

情

報

件 0 0

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

0

事

業

概

要

対　象

・市営住宅入居者　・改修・解体を必要とする市営住宅　・市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

指定管理者と協力して、定期的に建物及び設備機器（ライフライン）の点検・調査を実施する。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

2,147 2,146

00

正職員以外

24,534 19,066 29,894

0

0 0

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.40

24,534 19,066

2,947 2,203 2,178

0 0 0

2,146

0

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

入居者及び市民が安全で快適な生活が送れるよう、解体・改修を実施した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

安心・安全な居住環境を確保し、効率的かつ円滑に管理運営するためには、ライフサイクルコストの縮減が大切である。そのため、点検の強化及び早期の

管理・改善を実施し、予防保全的な維持管理を進める。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

周

辺

環

境

予防保全的な管理の実施には、日常点検の充実が不可欠となる。指定管理者と協力し、市営住宅の維持管理に努める。

建物の老朽化は年々進んでおり、施設を維持するために今後も修繕・改修が必要となる。　用途廃止が決定している市営住宅については、安心・安全の観点から長寿命

化計画に基づき、計画的な管理に努める。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

平成27年度に改定した「周南市公営住宅等長寿命化計画」に基づき実施している。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

事業の目的に則った対象、意図である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

市営住宅改修工事等件数 1

実績値

200.0

安心・安全を第一に、市営住宅の機能維持及び便益向上のため改修工事を行う。また、老朽化している市営住宅を解体することにより周辺環境の安全を

確保する。

適正な維持管理を行い、安全で快適な住生活を送ることができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

2,203 2,178

0 0

0

29,894

0

0.30

2,947

40,467 33,882

40,467 33,882

0 0 0

総合戦略

・市営住宅の機能維持及び便益向上のための改修工事を実施する。　・周辺への影響を考慮し、空家となった市営住宅を解体する。

R2年度実績 R3年度見込

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

７生活基盤

２　暮らしやすい都市環境の整備

５　快適な住環境の整備

1

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

43,414 36,085 26,712 21,213 32,040

0

0

2,147

0.30 0.30

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

0.00

0.30



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

1,431

0.00 0.00

0 0 0

Ａ

Ｃ

Ａ

0.00

0.20

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

0 0 0 37,520 0

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

７生活基盤

２　暮らしやすい都市環境の整備

５　快適な住環境の整備

9

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

0 0

0 0 0

総合戦略

・市営住宅のストックの長寿命化を図るため、「公営住宅等長寿命化計画」に基づく、計画的・合理的な建物の維持修繕及び改修工事を行う。

R2年度実績 R3年度見込

市営住宅改修工事等件数 10

実績値

11.1

入居者の生活の質の向上が図られるとともに、入居者が安心して生活することができる。

入居者の生活の質の向上が図られるとともに、入居者が安心して生活することができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

0 0

0 0

15,640

0

0

0.00

0

周

辺

環

境

予防保全的な維持管理を実施するためには、日時用点検の充実が不可欠となる。指定管理者と協力し、市営住宅の維持管理に努める。

築３０年を経過した市営住宅など、老朽化は年々進んでおり、大規模な改修が必要となっている。　平成２７年度に改定した「周南市公営住宅等長寿命化計画」に基

づき、計画的に事業を進める。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

平成27年度に改定した「周南市公営住宅等長寿命化計画」に基づき実施している。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｃ

評価の理由

現状の周辺環境

事業の目的に則った対象、意図である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｃ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

入居者が安心して生活ができるよう、計画的な維持修繕及び改修工事を実施した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

長寿命化計画に基づき、限られた予算のなかで、計画的かつ効率的に維持管理を行っていくとともに、目標管理戸数の実現に向けて、用途廃止や建替え

を進めていく必要がある。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.00

0 4,849

0 0 0

0 0 0

0

0

事

業

概

要

対　象

・市営住宅入居者　・改修を必要とする市営住宅

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

指定管理者と協力して、定期的に建物及び設備機器（ライフライン）の点検・調査を実施する。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

1,431 0

00

正職員以外

0 36,089 0

0

0 0目標値 件

基

本

情

報

件 0 0

0.00 0.00 0.00

0 15,600

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

00

事務事業名 公営住宅ストック改善事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 住宅課

指

標
活動指標

手　段

-

1 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

205,658

6,440

1.20 0.70

0 0 0

Ａ

Ｂ

Ａ

0.00

0.90

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

3,215 57,435 43,040 28,939 435,037

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

７生活基盤

２　暮らしやすい都市環境の整備

５　快適な住環境の整備

5

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

264 1,154

268 48,622

4 23,768 8,100

該当 総合戦略

既存入居者の移転、老朽化した住宅の解体、建替え

R2年度実績 R3年度見込

工事の進捗率 30

実績値

182.0

市営住宅に入居を希望する市民に快適な居住空間を提供するとともに、団地内の住環境の改善を図る。

市営住宅の適正な管理戸数を確保し、快適な居住空間を提供することができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

202,000

0 0 0 0

8,813 5,083

0 23,700

11,126

16,646

0

1.50

2,947

周

辺

環

境

・平成29年度、既存入居者の移転　・平成30年度、既存住宅の解体　・平成31年度、実施設計、造成工事　・令和2年度以降、造成工事、市営住宅の建設

市営住宅の入居希望者に安全で良質の市営住宅を提供するため、老朽化した住宅や耐震性の無い住宅を解体し、計画的に建替えをしていくことが必要となる。　「周南

市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、建替を実施するため、平成29年度より事業開始した。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

平成27年度に改定した「周南市公営住宅等長寿命化計画」に基づき実施している。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

事業の目的に則った対象、意図である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

既存の老朽化した市営住宅の建替え事業を実施した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

長寿命化計画に基づき、限られた予算のなかで、計画的かつ効率的に建替えを進めていく必要がある。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.40

1,474 335

2,947 8,813 5,083

0 0 0

10,733

0

事

業

概

要

対　象

・市営住宅入居者　・解体・建替を必要とする市営住宅　・市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

周南市公営住宅等長寿命化計画に基づき、老朽化した住宅の建替を計画的に進める。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

6,440 10,733

3812,683

正職員以外

37,957 22,499 424,304

0

15 15目標値 ％

基

本

情

報

％ 10.4 10.6

0.00 0.00 0.00

15,700 11,000

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

00

事務事業名 公営住宅等整備事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 69.3 70.7

担当所属 住宅課

指

標
活動指標

手　段

-

9.1 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

9,659

1.10 1.50

0 0 0

Ａ

Ｂ

Ｂ

0.00

1.35

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

2,267 8,103 10,934 9,690 1,454

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

７生活基盤

２　暮らしやすい都市環境の整備

６　安心安全な住まいづくり

250

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

57 25

57 25

0 0 0

総合戦略

●長期優良住宅の認定　●住まいへの関心を高めるため、住宅相談の実施

R2年度実績 R3年度見込

長期優良住宅の認定数 0

実績値

83.6

長期に渡り、良好な状態で使用するための措置が講じられた優良な住宅である「長期優良住宅」の建設の促進を図る。

環境へ配慮した住宅の建築促進が図られる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

8,078 10,892

0 0

0

0

0

0.20

2,210

周

辺

環

境

長期優良住宅の認定件数が例年200件を超えており、着実に事業が推進されている。

平成21年に、「スクラップ＆ビルド型」から「ストック活用型」の社会への転換を目的として、長期にわたり住み続けられるための措置が講じられた優良な住宅を普及させるため

長期優良住宅制度が開始。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

周南市住生活基本計画に基づき実施している。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

事業の目的に則った対象、意図である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

長期優良住宅の認定手続きを実施した

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

認定件数も200件を超えており、一定の成果は出ている。これからも引き続き、長期優良住宅の認定を推進していく。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

指標については、令和3年度から変更予定

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.30

42 31

2,210 8,078 10,892

0 0 0

1,431

0

事

業

概

要

対　象

住宅建設を希望する者、住宅に対する相談を希望する者

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

長期に渡り、良好な状態で使用するための措置が講じられた優良な住宅である「長期優良住宅」の建設の促進を図っていく。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

9,659 1,431

00

正職員以外

42 31 23

0

250 250目標値 件

基

本

情

報

件 239 221

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

230

事務事業名 住宅支援事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 95.6 88.4

担当所属 住宅課

指

標
活動指標

手　段

-

209 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

4,925

11,090

0.80 1.10

0 0 0

Ｂ

Ｃ

Ｂ

0.00

1.55

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

5,306 7,460 13,788 16,077 22,144

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

７生活基盤

２　暮らしやすい都市環境の整備

６　安心安全な住まいづくり

5

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

885 1,585

424 754 2,821

総合戦略

●昭和５６年５月以前に建設された、木造住宅の耐震診断を希望する所有者に対し、無料で耐震診断員を派遣　●昭和５６年５月以前に建設され

た、木造住宅の耐震改修を実施する所有者に対し、補助金を交付　●昭和５６年５月以前に建設された、多数利用建築物の耐震診断を実施する所有

者に対し、補助金を交付　●通学路等に面し地震時に倒壊の恐れがある危険なブロック塀等の撤去を実施する所有者に対し、補助金を交付

R2年度実績 R3年度見込

耐震化事業の改修件数 5

実績値

80.0

耐震診断及び耐震改修、危険な塀等の撤去を行う所有者を支援することで、住宅・建築物の地震に対する安全性の向上を図る。

耐震診断、耐震改修及びブロック塀等の撤去を行う所有者を支援することで、住宅及び建築物の耐震化を促進し、市民の安心・安全な生活に寄与する。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

212 370 1,362 1,208

5,875 7,987

0 0

2,418

1

0

1.70

4,421

周

辺

環

境

・木造住宅の耐震診断は、所有者負担を求めない「無料耐震診断員派遣制度」を実施したがコロナ禍の影響で申請件数は少なかった。　・耐震改修については、建物所有者に対する補助率を平

成31年度から見直したことにより、申請件数は増えたものの、改修には多額の負担が必要となることから、今後の申請件数は不明である。　・ブロック塀等の除去事業の問い合わせは多かったが、申

請件数は少なかった。

県耐震改修促進計画では、令和２年度までに住宅の耐震化率９０％を目標にしている。　これを受けて周南市に存在する、昭和５６年５月以前に着工された木造一戸建住宅の

耐震診断は、所有者の負担を求めない「無料耐震診断員派遣制度」を導入。耐震改修及び危険なブロック塀等の除去に要する費用の一部を国・県・市で補助し、安全を確保する。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

周南市耐震改修促進計画に基づき実施している。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

事業の目的に則った対象、意図である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｃ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

耐震診断、耐震改修及びブロック塀の撤去を行う所有者への支援、事業の利用促進の周知を

実施した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

事業の利用促進のため、耐震化の必要性や無料耐震診断員派遣、耐震改修及び危険なブロック塀等の撤去の補助金制度について更に周知を図る必

要がある。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

249

正職員

（人）正職員以外
0.60

1 2

4,421 5,875 7,987

0 0 0

12,163

0

事

業

概

要

対　象

・昭和５６年５月以前に建設された、木造住宅を所有する所有者　・昭和５６年５月以前に建設された、多数利用建築物を所有する所有者　・通学路

等に面し地震時に倒壊の恐れがある危険なブロック塀等の所有者

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

・官民協働にて、耐震化のＰＲをはじめ、更なる耐震診断・耐震改修の実施を推進する。　・危険ブロック塀等の除去事業のＰＲをはじめ、更なる危険ブロック塀等の除去

の実施を推進する。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

11,090 12,163

1,3591,617

正職員以外

5,801 4,987 9,981

2,462

0 0目標値 件

基

本

情

報

件 0 0

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

2,593461

事務事業名 住宅等耐震化促進事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 住宅課

指

標
活動指標

手　段

-

4 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

10,733

2.40 2.45

787 818 0

Ａ

Ａ

Ａ

0.00

1.50

775

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

20,909 18,631 18,948 11,758 14,637

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

７生活基盤

２　暮らしやすい都市環境の整備

７　空き家・空き地対策の推進

2

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

78 2

3,152 1,005

0 0 0

該当 総合戦略

空家等対策の推進に関する特別措置法や周南市空家等の適切な管理に関する条例に基づき、特定空家等の改善を優先的に取り組む。また、宅建協会

や司法書士会及び建築士会と連携して無料相談会などに取り組む。

R2年度実績 R3年度見込

特定空家等の改善件数 1

実績値

50.0

特定空家等の改善を図ることにより市民の安心安全な生活を確保する。

特定空家等の改善を図ることにより市民の安心安全な生活を確保する。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

17,626 17,789

0 0

0

847

778

1.80

17,757

周

辺

環

境

国の住宅・土地統計調査では、空き家数、空き家率とも増加している。

管理が不適切である空き家が周辺に悪影響を及ぼす事例が増加してきた。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

法律や国の指示に基づき実施している。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｃ

評価の理由

現状の周辺環境

法律に則った対象、意図である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
効果的な施策が立案できる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｃ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

空家等に関する対策、必要な措置を実施した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

空き家の実態調査から必要な施策を検討すべきである。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

空き家の実態調査結果を取りまとめ必要な施策を検討する。

1.00

(818 ) (0 )（事業費集計済分）

3,074

正職員

（人）正職員以外
2.41

5 2

17,757 17,626 17,789

0 0 0

12,879

0

事

業

概

要

対　象

空家等の所有者等

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

空き家の発生を抑制する施策が必要である。

(775 ) (778 ) (787 )
（人）

10,733 12,879

1,0231,154

正職員以外

1,159 1,025 1,758

0

3 1目標値 件

基

本

情

報

件 3 0

1.00 1.00 1.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

9111,003

事務事業名 空家対策関係事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 0.0

担当所属 住宅課

指

標
活動指標

手　段

-

1 -


